
当
該
期
間
に
お
け
る
営
業
収
益
は
為
替

影
響
な
ど
に
よ
り
増
収
と
な
り
ま
し
た
。

営
業
利
益
は
、
日
米
と
も
に
消
費
環
境
の

悪
化
影
響
も
あ
り
前
年
に
対
し
減
益
と
な

り
ま
し
た
が
、
環
境
変
化
に
応
じ
た
戦
略
を

展
開
し
た
結
果
、
2
0
2
4
年
10
月
発
表

の
修
正
計
画
を
上
ま
わ
り
ま
し
た
。

親
会
社
株
主
に
帰
属
す
る
四
半
期
純
利

益
は
、
グ
ル
ー
プ
の
企
業
価
値
、
株
主
価
値

の
最
大
化
に
向
け
て
、
収
益
性
が
低
い
事
業

や
資
産
の
整
理
に
よ
る
、
一
過
性
の
損
失
計

上
等
に
よ
り
減
益
と
な
り
ま
し
た
が
、
修
正

計
画
は
達
成
し
ま
し
た
。
な
お
、一
過
性
の

特
別
損
益
影
響
を
調
整
し
た
四
半
期
純
利

益
は
1
5
4
3
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
国
内
C
V
S

事
業
の
セ
ブ
ン

-

イ
レ
ブ
ン
・
ジ
ャ
パ
ン
で
は
、

来
店
頻
度
の
向
上
と
新
規
利
用
促
進
策
と

し
て
2
0
2
4
年
9
月
よ
り
開
始
し
た
価

格
戦
略
「
う
れ
し
い
値
!
宣
言
」の
取
り
組

み
に
加
え
、
で
き
立
て
の
カ
ウ
ン
タ
ー
商
品

の
品
揃
え
を
拡
充
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

第
3
四
半
期
の
み
の
既
存
店
売
上
、
客
数

は
と
も
に
前
年
を
上
ま
わ
る
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
取
り
組
み
効
果
が
発
現
し
て
お
り
今

後
の
成
長
の
手
応
え
を
感
じ
て
い
ま
す
。

ま
た
、海
外
C
V
S
事
業
で
は
、7-E

le
ve

n, 

In
c. 

が
事
業
の
成
長
と
資
本
効
率
の
向
上

第
3
四
半
期
業
績
概
況

を
目
指
し
、
オ
リ
ジ
ナ
ル
商
品
の
強
化
（
バ

リ
ュ
ー
オ
フ
ァ
ー
を
含
む
）、
デ
ジ
タ
ル
と

デ
リ
バ
リ
ー
の
加
速
、
効
率
性
と
コ
ス
ト

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
向
上
、
店
舗
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
拡
大
と
強
化
と
い
う
4
つ
の
施
策

を
推
進
し
ま
し
た
。
と
く
に
バ
リ
ュ
ー
オ

フ
ァ
ー
と
品
揃
え
強
化
施
策
の
効
果
が
発
現

し
、既
存
店
売
上
は
回
復
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

7-E
leven In

tern
atio

n
al L

L
C

で

は
、
既
存
展
開
国
に
お
い
て
戦
略
的
投
融
資

を
着
々
と
実
行
し
て
お
り
、
そ
の
成
果
が

出
始
め
て
い
ま
す
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
に

お
い
て
も
、
日
米
で
培
っ
た
C
V
S
事
業
の

強
み
を
最
大
限
活
用
し
、
フ
レ
ッ
シ
ュ
フ
ー

ド
の
商
品
開
発
強
化
と
品
揃
え
の
拡
大
に

取
り
組
ん
で
お
り
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
店
舗
で
は

顕
著
な
売
上
効
果
を
確
認
し
て
い
ま
す
。

ス
ー
パ
ー
ス
ト
ア
事
業
で
は
、
首
都
圏

S
S
T
事
業
に
お
け
る
抜
本
的
変
革
の
主

要
K
P
I
は
計
画
通
り
進
捗
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
グ
ル
ー
プ
構
造
の
最
適
化
に
向
け

た
取
り
組
み
は
着
実
に
進
捗
し
て
い
ま
す
。

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
一
環
と
し
て
2
0
2
4

年
10
月
に
設
立
し
た
中
間
持
株
会
社
の

株
式
会
社
ヨ
ー
ク
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

が
、
2
0
2
5
年
2
月
下
旬
の
組
織
再
編

に
よ
り
、
S
S
T
事
業
グ
ル
ー
プ
各
社
の

株
式
を
取
得
す
る
こ
と
を
決
定
し
ま
し
た
。

連結業績
（2024年3月1日～2024年11月30日） 

営業収益 営業利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

注）為替換算レート：U.S. $1＝151.46円 1元＝20.99円

3,154 億円

76.9 %前期比

636 億円9兆 695 億円

前期比 34.9  %
計画比 101.0 %

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

2,312億円 1,569億円

67.9%前期比

99.7%計画比

1,990億円 1,829億円

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

91.9%前期比

99.7%計画比

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

24億円 20億円

85.8%前期比

93.8%計画比

計画比

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

290億円 259億円

89.4%前期比

100.6%計画比

102.3 %
105.7 %前期比

計画比 99.7 %

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

4,1004,100
3,1543,154

2024年2月期
第3四半期

2025年2月期
第3四半期

1,8211,82190,000
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636636
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主な事業セグメント別営業利益

国内コンビニエンスストア事業 セブン-イレブン・ジャパン　営業利益前期差：-167億円　
［ 主な増減要因 ］ 収入-5.2億円、荒利率-39億円、販売管理費-123億円

お客様の消費行動変化に対応すべく、基本商品の磨き込みをベースに客層の拡大と
来店頻度の向上に向けた取り組みを進めました。また、コンセプト店舗「SIPストア」に
おいて好調だった商品やサービスをほかの店舗に展開する取り組みも進めています。
さらにデリバリーサービス「7NOW」の全国展開に向けた体制構築に加え、「7NOW
アプリ」の認知度向上を促進しました。既存店売上は前年をやや下まわり、チェーン
全店売上は4兆698億50百万円（前年同期比100.5%）、営業利益は1,829億19百
万円（同91.6%）となりました。

海外コンビニエンスストア事業 7-Eleven, Inc.　営業利益前期差：-577億円（うち為替影響：+211億円）　
［ 主な増減要因 ］ 収入+593億円、荒利率+75億円、販売管理費-1,245億円 
［ ドルベース ］ 収入-48百万ドル、荒利率-300百万ドル、販売管理費-221百万ドル

オリジナル商品の強化に加え、フード、飲料の先進化プログラムやデリバリープログラム
「7NOW」などに注力しました。消費環境の悪化影響もあり、ドルベースの米国内既存
店商品売上は前年を下まわり、チェーン全店売上は8兆39億82百万円（同105.1%）、
営業利益（のれん償却前）は2,424億60百万円（同80.8%）となりました。

営業総収入は2024年4月の7-Eleven Australia買収により2,924億38百万円
増の3,066億47百万円となりました。営業利益（のれん償却前）は91億21百万円
（同80.9%）となりましたが、買収にともなう一過性費用の影響を除くと増益となりま
した。

7-Eleven International LLC　

スーパーストア事業 イトーヨーカ堂　営業利益前期差：+28億円
［ 主な増減要因 ］ 収入+180億円、営業総利益率-85億円、販売管理費-67億円
収益性改善に向けた抜本的変革は概ね計画通り進捗しており、惣菜の新ブランド
「YORK DELI」の立ち上げなど、商品の品質向上、店舗の運営効率改善に取り組んで
きました。2023年9月の株式会社ヨークとの合併により売上高は前年を上まわりまし
たが、原材料価格高騰による荒利率の悪化、電気代の高騰などのコスト高の影響に 
加え、記録的な高温が続いたことによる影響などもあり41億76百万円の営業損失 
（前年同期は70億31百万円の営業損失）となりました。

原材料価格高騰への価格対応および販売促進施策が奏功し、既存店売上は前年を上
まわりましたが、荒利率の悪化や人件費の増加などの影響もあり、営業利益は121億
33百万円（前年同期比95.4%）となりました。

ヨークベニマル　営業利益前期差：-5.8億円　
［ 主な増減要因 ］ 収入+29億円、荒利率-7.1億円、販売管理費-28億円

金融関連事業 セブン銀行

国内ATM設置台数は27,765台（前連結会計年度末差395台増）となりました。預貯
金金融機関の取引件数の回復、ノンバンク取り引きの増加に加え、各種キャッシュレス
決済にともなうATMでの現金チャージ取り引きが高い水準を維持したことなどに
より、1日1台当たりのATM平均利用件数は107.7件（前年同期差3.2件増）となりま
した。

1617

2025年2月期 第3四半期 決算概況

今期の課題に対する取り組み効果が発現し、
中長期的成長にも手応え

2025年2月期 第3四半期決算の詳細は、
セブン ＆ アイHLDGS. WEBサイト「IR資料室」へ


